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令和８年８月２６日 

 

 国土交通大臣  

  金 子 恭 之  様  
   

一般社団法人 全国住宅産業協会  

    会  長   肥 田 幸 春  

     全 国 住 宅 産 業 政 治 連 盟  

 会  長   馬 場 研 治  

 

令和９年度 住宅・土地税制改正等についての要望  

 

 本年３月に閣議決定された新たな住生活基本計画（全国計画）では、単身

世帯や相続住宅の増加、生産年齢人口の減少といった２０５０年に向けた社

会構造の変化を見据え、住宅取得を希望する世帯が、多様なライフスタイル

に合わせ、効率的に住宅を取得できるような良質な住宅ストックの形成を謳

っている。このためには質の高い新築住宅の継続的な供給はもちろん、適切

な維持管理やリフォーム、既存住宅の円滑な流通を通じて良質な住宅ストッ

クを形成・維持することが求められている。 

 一方、令和７年度の新設住宅着工戸数は、前年度比１２.９％減の７１万

戸と昭和３８年以来の低水準となった。分譲マンション事業を始めとする新

築住宅供給の担い手にとって、用地取得の困難化や資材費の上昇・高止まり

等の状況は変わらず、これにいわゆるイランショックが加わって事業環境は

厳しさを増している。また、住宅価格の高騰下において中間層の住宅取得や

住替えの負担も重く、世代間の資産承継を通じた実需の下支えを含め、税制

面からの後押しが求められている。 

 ついては、良質な住宅ストックの形成と中間層の住宅取得等に係る負担軽

減及び住替えの円滑化を図るため、令和９年度の住宅・土地税制改正等にお

いて下記の要望事項の実現をお願いしたい。 
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Ⅰ．重点要望 

 

１．住宅取得等資金に係る贈与税非課税措置等（贈与税・相続税）拡充･延長 

(1)住宅取得資金に係る贈与税非課税措置（期限:令和８年１２月３１日）の拡充 

 

住宅取得等資金に係る贈与税非課税措置は、住宅取得を支援するだけでなく、世代

間資産移転を通じて眠っている個人資産を住宅投資へ振り向ける効果を有する。 

住宅価格・金利の上昇により自己資金の重要性が高まる中、若年・子育て世帯の住

宅取得を後押しするとともに、省エネ性・耐久性に優れた良質な住宅への投資を促進

する観点から、本措置の拡充・延長を要望する。 

 

 (2)住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例措置の延長 

(期限:令和８年１２月３１日)の延長 

  【現 行】 

贈与者がその贈与の年の１月１日において６０歳未満であっても相続時精算課

税を選択することができる。  

 

 

■贈与税非課税措置の非課税限度額の変遷 

 
索引: 国土交通省 R8.6「住宅税制の EBPM に関する有識者会議 中間とりまとめ」 
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■家計金融資産  

 

 

 

 

 

■金融資産保有割合 

65歳以上   ██████████████████ 約 60% 

65歳未満   ████████████   約 40% 

 

 

  東京 23 区 首都圏 近畿圏 札幌市 仙台市 名古屋市 広島市 福岡市 全国 

2019年 7,286 5,980 3,866 3,997 4,577 3,909 3,954 3,968 4,787 

2020 年 7,712 6,083 4,181 3,918 4,929 4,111 4,507 3,979 4,791 

2021 年 8,293 6,260 4,562 5,026 4,535 3,605 4,363 4,095 5,115 

2022 年 8,236 6,288 4,635 5,022 4,661 3,587 4,455 4,228 5,121 

2023 年 11,483 8,101 4,666 4,980 4,629 4,108 4,076 3,996 5,910 

2024 年 11,181 7,820 5,357 5,145 5,890 4,448 5,372 5,598 6,082 

2025年 13,613 9,182 5,328 6,022 5,766 3,941 5,248 5,305 6,556 

2025/2019 比 186.8% 153.5% 137.8% 150.7% 126.0% 100.8% 132.7% 133.7% 137.0% 

 

家計金融資産は約 2,230兆円と

過去最高。 

住宅取得を通じた世代間資産移

転を促進することで、眠ってい

る個人資産を住宅投資へ振り向

けることが期待される。 

住宅取得世代より高齢世代に資

産が偏在しており、贈与制度の役

割はますます重要となっている 

索引：日本銀行「資金循環統計」（家計金融資産）  
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索引：総務省「全国家計構造調査」等（年齢階級別金融資産）  

万円 
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■贈与税非課税措置等の適用件数・減収額等 

  

 

 

２．空き家の発生を抑制するための特例措置(所得税・個人住民税) 

 拡充・延長 

 相続人が、相続により生じた空き家又は当該空き家の除却後の敷地を譲渡した場合、

譲渡所得から３,０００万円を特別控除する所得税・住民税の特例措置（期限：令和９

年１２月３１日）の拡充 
 
現行制度は昭和５６年(１９８１年)５月３１日以前に建築された住宅(旧耐震基準)

に限定されているが、近年は新耐震基準の住宅であっても相続を契機に空き家となる

事例が増加している。空き家問題は耐震基準の違いではなく、相続後の利活用の停滞

が本質的な課題であることから、新耐震住宅についても対象とし、既存住宅市場の活

性化と空き家の発生抑制に資するよう、制度の拡充を図られたい。 

 

全国の空き家 約 900万戸（推計） 

旧耐震 ████████████████████ 430 万戸 48％ 

新耐震 █████████████████████████ 470万戸 52％ 

 

 

住宅ストック 

1983年：約半数が旧耐震 

■■■■■■■■□□□□□□ 

旧耐震■ 新耐震□ 

 

2023年：約 8 割超が新耐震 

■■□□□□□□□□□□□ 

旧耐震■    新耐震□ 

 

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 

適用件数(件) 59,205 60,142 70,017 49,991 62,859 45,411 ‐ 

贈与金額(億円) 5,840 7,000 6,719 3,709 4,816 3,445 ‐ 

 うち、非課税措

置の適用を受けた

金額（億円） 

5,547 6,798 6,471 3,405 4,508 3,180 ‐ 

減収見込額（億円） 560 530 590 520 660 370 480 

現行制度では約 470万戸（概算）

の新耐震空き家が対象外。 

索引: 総務省「令和 5 年住宅・土地統計調査」、国土交通省住宅ストック統計より推計 

1983年頃は旧耐震住宅が住宅ストックの

約半数を占めていた。 

2023年には住宅ストックの約 8割が新耐

震住宅となっている。 

今後、相続空き家は新耐震住宅が中心と

なることが見込まれる。 

索引: 概算値。住宅・土地統計調査等を基に旧耐震（1981 年 5 月以前）・新耐震（1981 年 6 月以降）へ再集計。 

索引: 国土交通省 R8.6「住宅税制の EBPM に関する有識者会議 中間とりまとめ」 
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３．住宅取得に係る税制特例措置の床面積要件の緩和  拡充・延長 

小規模世帯の増加や職住近接等多様なライフスタイルに応じた住宅取得に対応する

ため、軽減措置の床面積要件を緩和すること（５０㎡以上⇒４０㎡以上）。 
 
①住宅取得等資金に係る贈与税の特例措置 
②住宅取得等資金に係る相続時精算課税制度の特例措置 
③住宅用家屋に係る所有権の保存登記等の特例措置（登録免許税） 
④認定住宅に係る所有権の保存登記等の特例措置（登録免許税） 
⑤買取再販に係る登録免許税の特例措置 
 
(参考) 
令和８年度税制改正において住宅ローン減税制度を始め、固定資産税、不動産取得

税について床面積要件４０㎡以上に緩和された。 

 

 

４．長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに対する特例措置(固定資産税) 

拡充・延長 

(1)長寿命化に資する大規模修繕工事を行った管理計画認定マンションに対する固

定資産税額を減額する特例措置（期限：令和９年３月３１日）の延長及び減額期

間を複数年度とすること。 

【現 行】 

各区分所有者に課される建物部分の税額を工事翌年度のみ１/６～１/２の範囲

で減額(参酌基準：１/３) 

 

(2)管理計画認定制度の普及に伴い、従前から適正な管理を行ってきたマンションが

新たに認定を取得することが見込まれることから、修繕積立金の引上げ時期に関

する要件を撤廃し、全ての管理計画認定マンションを対象とすること。 

【現 行】 

修繕積立金を令和３年９月１日以降に管理計画の認定基準まで引上げた管理計

画認定マンションが対象 
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５．国際情勢の急変に対応した課税制度の弾力化等 拡充・延長 

１．イラン情勢の緊迫化に伴う建築資材の供給不安、価格の高騰等は住宅事業者に 

経営上の大きなリスクとなっている。特に経営体力の乏しい中小の事業者に 

おいては建築資材価格の急激な上昇が経営悪化の原因となるおそれがある。 

こうしたことを踏まえ、便乗値上げの防止を含め、効果的な物価高対策を講じ 

ていただきたい。 

 

２．建設資材価格の高止まりや資材調達・物流への影響に加え、建設技能者不足、適 

地不足、各種行政手続等により、住宅供給までの期間は長期化する傾向にある。 

さらにこれまでの状況に加え、今般のイランショックのような国際情勢の急変 

により、一層の長期化を余儀なくされるリスクが存在する。このような事業者 

の責によらない事情により、現行の期間要件を満たすことが困難となる 

事例も想定されることから、住宅供給の実態を踏まえ、一定の住宅用地に係る 

不動産取得税の税額軽減措置に係る期間要件について、さらなる緩和を要望 

する。 

【現 行】新築住宅用の土地に係る不動産取得税の特例措置(期限：令和 13年 3月 31日) 

  ・土地取得から住宅新築までの期間要件 

   本則：２年 ⇒ 特例：３年（＊一定の事情がある場合は４年） 

＊１００戸以上の共同住宅等で、都道府県知事が認める場合  

 

 

６．住宅税制の抜本的な見直し  新 規 

住宅に関する課税は、取得、保有、譲渡の各段階で行われてきたことに加え、消費

税が課税されたことにより、重層的かつ極めて複雑な構造となっている。このような

税体系について、購入時の過度な負担を抑えるためにも、消費税課税方式の見直しや

流通課税の廃止を含め抜本的な見直しの検討に着手すること。 
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Ⅱ．令和８年度末までに期限切れを迎える項目の延長要望 

 

１．住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る特例措置(登録免許税) 延 長  

住宅用家屋の所有権登録免許税の特例措置（期限:令和９年３月３１日）の延長 
【現 行】［登録免許税（税率の軽減）］ 
・所有権保存登記 特例：０.１５％（本則：０.４％） 

・所有権移転登記 特例：０.３％  （本則：２.０％） 

・抵当権設定登記 特例：０.１％  （本則：０.４％） 

 

 

２．省エネ性能等に優れた住宅の普及促進に係る特例措置(登録免許税) 延長  

(1)認定長期優良住宅に係る特例措置（期限:令和９年３月３１日）の延長 

【現 行】［登録免許税（税率の軽減）］ 

・所有権保存登記 特例：０.１％（一般住宅特例：０.１５％）  

・所有権移転登記 特例：マンション ０.１％（一般住宅特例 ０.３％） 

 戸 建 住 宅 ０.２％（一般住宅特例 ０.３％） 

(2)認定低炭素住宅に係る特例措置（期限:令和９年３月３１日）の延長 

【現 行】［登録免許税（税率の軽減）］ 

・所有権保存登記 特例：０.１％（一般住宅特例：０.１５％） 

・所有権移転登記 特例：０.１％（一般住宅特例：０.３％）  

 

 

３．土地等に係る不動産取得税の特例措置(不動産取得税) 延 長  

 以下の特例措置適用期限（期限:令和９年３月３１日）の延長 

【現 行】 

(1)不動産取得税の標準税率の特例措置 

・税  率……土地・住宅  特例３％（本則：４％） 

(2)宅地評価土地の課税標準の特例措置 

・課税標準……取得土地の価格の２分の１ 
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４．買取再販に係る登録免許税の特例措置(登録免許税) 延 長 

買取再販で扱われる住宅の取得に係る登録免許税の特例措置（期限:令和９年３月３

１日）の延長 
【現 行】 

・所有権移転登記 特例：０.１％（一般住宅特例：０.３％） 

 

 

５．買取再販で扱われる住宅の取得に係る特例措置(不動産取得税) 延 長 

事業者が中古住宅を買い取り、住宅性能の一定の向上を図るための改修工事を行っ

た後に住宅を再販売する場合の特例措置（期限：令和９年３月３１日）の延長 

【現 行】 

・住宅部分：築年数に応じて、課税標準から一定額を減額 

・敷地部分：一定の場合（※）に、住宅の床面積の２倍にあたる土地面積相当 

分の価額等×３％ 

または４５,０００円のいずれか大きい額から減額 

※対象住宅が安心Ｒ住宅である場合又は既存住宅売買瑕疵担保 

責任保険に加入する場合 

 

 

６．サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制(不動産取得税・固定資産税) 

延 長 

 サービス付き高齢者向け住宅に係る固定資産税・不動産取得税の特例措置（期限：

令和９年３月３１日）の延長 

【現 行】 

・固定資産 税 ５年間、税額を１/２以上５/６以下の範囲内で市町村が条例で定

める割合を軽減（参酌標準２/３） 

・不動産取得税 家屋 課税標準から１,２００万円/戸を控除 

 土地 税額から一定額を減額（１５０万円又は家屋の床面積の２ 

倍に相当する土地の価格のいずれか大きい額に税率を乗じ 

て得た額）を軽減 
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７．防災街区整備事業に係る特例措置(固定資産税) 延 長 

 

 

８．地域福利増進事業に係る特例措置(固定資産税・都市計画税) 延 長 

地域福利増進事業の用に供する資産に係る固定資産税・都市計画税を５年間２/３に

軽減する特例措置（期限：令和９年３月３１日）の延長 

 

 

９．リート及び特定目的会社が取得する不動産に係る特例措置 

(登録免許税・不動産取得税)                     延 長 

 リート及び特定目的会社が取得する不動産に係る登録免許税・不動産取得税の特例

措置（期限：令和９年３月３１日）の延長 

【現 行】 

・登録免許 税 移転登記（本則）２％→（軽減）１.３％ 

・不動産取得税 課税標準から３/５を控除 

 

 

10．不動産特定共同事業において取得される不動産に係る特例措置 

(登録免許税・不動産取得税)                   拡充・延長 

 不動産特定共同事業において取得される不動産に係る登録免許税・不動産取得税の

特例措置（期限：令和９年３月３１日）の延長。老朽化不動産が増加していることを

踏まえ、小規模不動産特定事業に係る不動産取得税の軽減要件である築年数要件(昭和

５７年１月１日以前に建築された建築物)を築１５年以上が対象に緩和 

【現 行】 

・登録免許税 移転登記（本則）２．０％→（軽減）１．３％ 

保存登記（本則）０．４％→（軽減）０．３％[築１５年以上が対象] 

・不動産取得税 課税標準から１/２控除 

[築１５年以上(小規模は昭和５７年以前)が対象] 

・不動産取得後の着工までの期間要件を３年に緩和する 

 防災街区整備事業の施行に伴い従前の権利者に対して従前資産に対応して与えられ

る権利床に該当する家屋の固定資産税の特例措置（期限：令和９年３月３１日）の延

長 

【現 行】・居住用住 宅 ５年間２/３減額 

     ・非居住用住宅 ５年間１/３減額 
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11．土地の固定資産税・都市計画税の負担調整措置(固定資産税・都市計画税) 延 長  

 土地に係る固定資産税について、現行の負担調整措置を維持した上で市町村等の判

断により一定の税負担引下げを可能とする特例措置[条例減額制度]（適用期限:令和９

年３月３１日）の延長 

 

 

12．不動産の譲渡等に関する印紙税の特例措置(印紙税) 延 長 

 不動産の譲渡契約書及び工事請負契約書に係る印紙税の特例措置（期限:令和９年 

３月３１日）の延長 
【特例措置抜粋】 
契約金額  

５００万円超 ～ １,０００万円以下 特例： ５千円（本則： １万円） 

１,０００万円超 ～ ５,０００万円以下 特例： １万円（本則： ２万円）  

５,０００万円超 ～ １億円以下 特例： ３万円（本則： ６万円）  

１億円超 ～ ５億円以下 特例： ６万円（本則：１０万円）  

５億円超 ～ １０億円以下 特例：１６万円（本則：２０万円）  
 

 

 

Ⅲ．創設の検討要望 

１．二地域居住のための特例措置の創設 

地方における交流人口の増大、大都市郊外住宅地の再生、空き家の有効活用等によ

り地方創生を推進するため、住宅ローン減税を始め、地方住宅の取得・改修費用等を支

援する特例税制を創設  

 

 

２．良好な街並み維持と良質な住宅ストックの継続利用に資する相続税の特例措置の創設 

世代を跨いで良質な住宅ストックの利用を促進し、ひいては、住宅地における良好

な街並みを維持するため、相続した住宅を引き続き居住の用に供する場合に、その住

宅及びその敷地について相続税を非課税又は徴収猶予 

以 上 
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